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分析リポート
ベトナム初の銑鋼一貫製鉄事業に本格参画する台湾・中国鋼鐵
―その背景と狙い―
保倉
　
裕
●はじめに　
ベトナムは二〇〇〇年代に入り
国際的連携を深化させながら着実な経済成長を示し（参考文献⑪、二二一～二二二ページ）
⑴、従来
の軽工業と一次産品中心の経済から重化学工業化を開始する段階に入りつつある。その象徴的なプロジェクトとして溶鉱炉（高炉） ・転炉を備え鉄鋼の大量生産 行ういわゆる銑鋼一貫製鉄所の建設がベトナム北中部ハティン（
H
a 
T
inh ）省ヴンアン（
V
ung A
ng ）
特区で現在進められており、二〇一六年前半での稼動開始が見込まれている。　
このプロジェクトは一〇〇％外
資の直接投資によるもので、台湾の総合化学企業・台湾塑膠工業公司（台湾プラスチック、
F
orm
osa 
P
lastics C
orp. 略称「台プラ」 ）を
中心とする台プラ・グループにより二〇〇八年に設立された
F
or-
m
osa H
a T
inh Steel C
orp. （略称
「ＦＨＳ」 ）が運営主体である。その第一期計画は主要設備は高炉二基、転炉三基、熱間圧延（熱延）ライン（年間生産能力五三〇万トン） 、線材二ライン（一二 万トン） 、年産粗鋼七〇七万トン、総投資額一一〇億ドル、第二期完成時には年産粗鋼二〇〇〇万ト総投資額二〇〇億ドルといわれる壮大な計画である
⑵。
　
二〇一〇年にこのＦＨＳプロジ
ェクトに台湾を代表す 鉄 企業である中国鋼鐵（
C
hina Steel 
C
orp. 略称「ＣＳＣ」 ）が五％出
資し参加した
⑶。台プラ・グルー
プは台湾最大の民間企業グループであり、その発展は一九五四年に政府がＰＶＣ（ポリ塩化ビニル）
の生産を台プラ創業者の王永慶に委託し同社がカーバイド法での生産を開始したことに始まる。一九八六年にはナフサ分解に参入（六軽計画）し石油化学の上流能力を拡充、その後の大きな発展の基盤を築いた
⑷。王永慶は基礎産業で
ある鉄鋼業への参入 かねて熱意を持っていたと伝えられるが、台湾内での参入は実現しなかった。ＦＨＳは台プラとしては永年の懸案の実現ともいえよう。しかし大規模銑鋼一貫製鉄所の建設・操業には専門的知識 経験が不可欠であり、中国鋼鐵の参画は必然であったと考えられる。しかしＣＳＣは二〇一五年二月にこ 出資比率を二五％まで拡大する方針を発表した。この二五％出資が完了するとＣＳＣとしての出資額は一一億ドルを上回るも と推定され、こ
の方針は同社のＦＨＳプロジェクトへの本格参画を意味するものと理解され大きな注目を集めた。　
このプロジェクトとＣＳＣの出
資比率拡大方針に関しては二つの疑問が湧いてくる。　
第一は、ベトナムの鉄鋼需要の
現状は量・質両面でＦＨＳの計画する銑鋼一貫の近代製鉄所の生産力を吸収するには不十分なのではないかという点である。ベトナムでは特に薄鋼板類の需要が拡大しているがその製造の素材となる厚めの鋼板を生産する熱間圧延設備が存在しない。こ 面では、熱間圧延設備およびそこ 素材である鋼を供給する銑 一貫の必要性があることは確かではあ し しその需要の内実をみると、建材関連の用途が大半であり自動車産業などは育っておらず、今後 内需拡大を見込むとしても中国 はじめとする安値輸入材と 競合もあり、ベトナム内需による吸収には限界がある。したがってＦＨＳプロジェクト稼動後の販路とし は輸出への依存度が高くなる ではないかと想定されるのである。　
第二は、そうしたリスクのある
プロジェクトになぜＣＳＣは本格参画することにした かという点
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である。この方針選択はＣＳＣの中長期的戦略に基くものと考えるべきであろう したがってこの問題を考えるには、ＣＳＣの持つ鉄鋼企業としての特性と市場環境を確認しその戦略を推定してゆくことが必要となる。　
ベトナム鉄鋼業を深く研究して
いる川端の最新の報告はベトナム鉄鋼業の現況と問題点を現地調査も含め詳細に論じたも であるが、そこで同氏が今後の研究課題のひとつとして挙げている が進出元の外資の認識と意図に関する分析である（参考文献③、三二～三三ページ） 。正鵠を得た指摘と感じる。筆者はそうした問題意識をもって、二〇一五年三月に訪台し鉄鋼関係者や学界のこの分野の専門家と意見交換を行った。　
本稿は、その結果も踏まえＦＨ
Ｓをひとつの事例として海外直接投資をその主体側の視点から分析し、投資の実態をより明確にしようと試みるものである。具体的な内容と ては、まずＣＳＣの中長期的戦略を推定する。次にベトナム鉄鋼業の現況を概観し、全般的過剰生産能力と熱延材の輸入依存という生産能力 不均衡の下でＦＨＳによる熱延材生産の合理性
を確認する。最後にＦＨＳの計画の持つ問題点を考察し、そこに本格的に参画するＣＳＣの意図を同社の戦略の文脈のなかでどのように理解すべきかについて見解を述べる。●鉄鋼製品生産 特質　
検討を進める前提として鉄鋼生
産の基本的工程とその特質を確認しておく。鉄鋼の 造工程は銑鉄を生産する製銑工程、銑鉄を酸素で還元 炭素含有量を減少させ鋼を生産する製鋼工程、鋼を熱間で圧延する熱延工程、その熱延材を冷間で圧延する冷延工程、さらにメッキや塗装、溶接などを施す表面処理・加工からなっている。この工程で鋼までは製造工程の半製品であるが、熱延材は鉄鋼使用産業向けの鉄鋼製品として販売されるが同時に次工程であ冷延向けの半製品としての性格も併せ持っている。　
製銑・製鋼工程は鉄鉱石を
原料とする高炉・転炉による銑鋼一貫の大量生産方式と鉄屑を原料とする電気炉（電炉）による少量生産方式
⑸
と
があり、鉄鋼製品 対応関
係では銑鋼一貫は板類（
flat 
products ） 、大形の形鋼、管類な
どを、また電炉は棒鋼、形鋼、線材といったいわゆる長モノ
long 
products ）を製造するのに適した
生産方式である。　
鉄鋼生産の特質としては、技術
が設備に体化して 度合いが高いこと、銑鋼一貫の場合は初期投資額が大きいため規模の経済の影響が大きいこと、製品の品質管理が製鋼から圧延・表面処理までの一貫管理によって達成されること、
などを挙げることができよう。●台湾鉄鋼業の相対的劣位　
台湾の鉄鋼業はアジア有数の水
準にある。しかし日本、韓国 の比較では相対的劣位にあるといわざるを得ない。その状況は生産能力、品質の両面でみられるが、これは具体的な数字で確認することができる。まず生産能力面では図１のとおり粗鋼生産量 日本・韓国を下回っている一方で、半製品輸入量は図２のとおり韓国を上回
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図１　粗鋼生産量推移
（出所）　東南アジア鉄鋼協会（以下、SEAISI）発行 Steel Statistical Yearbook各年版より筆
者作成。
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図２　半製品輸入量推移
（出所）　SEAISI 発行 Steel Statistical Yearbook各年版より筆者作成。
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っていた。これは台湾の製鋼能力の量的不十分さを端的に示すものである。　
次に品質面での比較として、冷
延鋼板生産全体のなかでの加工度の高い用途に使用される高張力鋼板用が中心と考えられる合金鋼比率
⑹
をとって比較してみると図
３のとおり明瞭な差異が確認できる。台湾の合金鋼比率は統計上把握できないレベルである。　
台湾のこうした相対的劣位は、
台湾を代表する鉄鋼企業 Ｃ
ＳＣの問題そのものであり、以下に説明するように、ＣＳＣにはこうした相対的劣位から脱却する対策を講ずる強い必要があったある。●ＣＳＣの体質強化のための
対策
　
ＣＳＣグループは台湾唯一の銑
鋼一貫の鉄鋼企業である。同社は一九七一年に設立され、当初は政府出資四五％ 計画であったが、民間よりの出資が難航し結局一九七七年に国営企業に改組した。一九八二年には年産粗鋼三二五万トン、八八年には同五六 万トンの体制を整え台湾の鉄鋼業を代表する存在となった。ＣＳＣはアジア有数の鉄鋼企業ではあるが、先発の日本の鉄鋼企業やＣＳ とほぼ同時期に設立された韓国ＰＯＳＣＯ（一九六八年に実質国営 設立、一九七六年に年産粗鋼二六〇万トン、七八年に五五〇万トン体制）との比較では生産量・品質ともに劣位にあったといわざるを得ない
⑺。この背景としては造船・自
動車といった鉄鋼消費産業が台湾で大きな発展を示さなかったこと
⑻、また一九九〇年代初頭より
政府の出資比率は漸減し一九九五
年には五〇％を割り民営化が実現した
⑼
ものの、それまで永く企業
としての活動に諸々の制約があったこと
⑽、などが考えられる。
　
したがって民営化後のＣＳＣと
してはそうした日本・韓国の鉄鋼企業との比較での相対的劣位からの脱却が大きな戦略目標となったものと考えられる。二〇〇〇年代に入るとＣＳＣは二つの戦略を鮮明にした。ひとつは台湾内における自社グループの拡充 製鋼・熱延という鉄鋼生産 上工程生産能力の量的・質的改善である。いまひとつは台湾内での上工程拡充に対応して、熱延材使用工程冷間圧延（冷 ）以降の下工程部門への直接投資をベトナムを含むアジア圏で積極化したことである。これらの施策はＣＳＣがアジア圏を中心に海外展開を推進する戦略に基くものであり、ここで検討してゆくＣＳＣのＦＨＳへの取組みもこうしたＣＳＣの戦略の文脈のなかで考察すべき と考える。⑴台湾内でのグループ 拡充と生
産体制・設備の強化
　
ＣＳＣは台湾内で有力鉄鋼企業
を傘下に収めグループと ての陣容を強化するとともに、それらの企業の設備の有効活用および新規
設備投資により特に熱延材の生産力および製鋼能力の強化を実現した。中鴻鋼鐵および中龍鋼鐵はその主な事例である。　
中鴻鋼鐵（
C
hung H
ung Steel ）
は燁隆（
Y
ieh L
oong ）グループ
の鋼管・板類製造会社（燁興企業）であったがＣＳＣが二〇〇〇年に同社を系列化し、二〇〇四年に現在の社名に変更した
⑾。ＣＳ
Ｃは同社の熱延ライン（一九九七年稼動、工場は高雄）を有効活用し戦力化するために二〇〇三年に日本の住友金属 業（当時。以下、住金）と連携し住金和歌山製鉄所の製鋼工程を分社 し「住金鋼鐵和歌山」を設立、そこからこの熱延ライン向けにスラブを安定供給する体制を構築した
⑿（年間供給
量一八〇万ト と推定される） 。　
中龍鋼鐵（
D
ragon Steel C
orp. ）
は柱裕（
K
uei-Y
i ）企業というＨ
形鋼生産の有力電炉鉄鋼企業（場は台中）にＣＳＣが二〇〇四年に資本参加し現社名に変更したものである。二〇〇八年には同社を完全子会社化し熱延を稼動させ、二〇一〇年 一基目の高炉 ＣＳＣ５号高炉） 、二〇一三年には二基目の高炉（ＣＳＣ６号高炉）稼動させ銑鋼一貫 工場に様相を
図３　冷延鋼板生産のなかでの合金鋼比率
（出所）　図２に同じ。
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一変させた。現在の主要設備は高炉二基（年産能力五〇〇万トン） 、転炉三基、電炉一基（一 〇万トン） 、熱延（四〇〇万トン） 、形鋼（六〇万トン）で、二〇一四年の粗鋼生産実績は六〇八万トンである。筆者は二〇一五年三月に台中の同社を訪問し工場をみる機会を得たが、特にその熱延ラインは主要先発国と比較しても装備面では遜色ない水準のものと考えられる
⒀。
　
こうしたＣＳＣの台湾内での体
制の整備により、台湾 粗鋼生産量の増加とインゴット・半製品輸入減少 傾向は明確になっている（図１、図２参照） 。またこうした対策によりＣＳＣの台湾内での比重も高まっており二〇一三年時点での設備ベース 生産能力でみるとＣＳＣグループは粗鋼で五六・八％（炭素鋼では六一・一％） 、Ｈ形鋼で四〇％、厚板で八三・八％ 熱延コイルで八三・二％、冷延コイルで四三・五 のシェアを占めるに至っている
⒁。
⑵アジア圏での積極的な直接投資
の推進
　
一方、ＣＳＣは台湾内で強化さ
れた熱延材の生産能力を吸収するとともに企業としての発展を図る
ために、アジア圏に冷延以降の工程を中心とする直接投資を積極的に推進しマレーシア、ベトナム、インドに進出した。　
マレーシアでは、ＣＳＣは二〇
〇〇年に台湾・彦武企業が同国に設立の冷延・亜鉛メッキ・塗装の工場（
O
rnasteel E
nterprise C
orp.
（
M
）Sdn.B
hd. ）に出資し
⒂、
C
SC
 
Steel Sdn. B
hd. を設立。二〇〇四
年には同社を一〇 ％子会社化した。現在の生産品目は冷延材、鉛メッキ材を中心に年間生産能力は五〇万トン、その素材となる熱延材はＣＳＣより供給されている。　
インドでは無方向性電磁鋼板の
製造に進出し二 一一年に
C
hina 
Steel India P
vt. L
td. を設立、グ
ジャラート（
G
ujarat ）州で焼鈍・
塗装ラインを設置、年間生産能力は二〇万トンとされ二〇一 年の生産開始を予定、その素材となる冷延材 ＣＳＣより供給される。また将来はここに冷延 インを設置し冷延材・亜鉛メッキ材を生産、その素材の熱 を給するという構想もある。　
ベトナムでは二〇〇九年に冷延
材の製造に進出 た。この投資は日本との合弁であり、規模も大きく、成長市場ベトナムでの拠点構
築というＣＳＣの戦略上の観点からも重要性の極めて高いプロジェクトである。このベトナムでのプロジェクトの意味を検討するに際してはベ ナムの鉄鋼業の状況を把握しておくことが必要である。そこで以下ベトナム鉄鋼業の状況を概観し、それを踏まえてＣＳＣのベトナム の冷延工場およびＦＨＳの状況と意味を考察することとしたい。●ベトナム鉄鋼業の状況　
ベトナムの鉄鋼需要は
二〇〇〇年以降急速に拡大し、その鋼材見掛消費量（生産＋輸入
－ 輸出）
は年間一二〇 万トンに近づいている。電炉方式で生産される長モノでは過剰生産能力状態となっている。板類についても冷延能力は過剰となっているがベトナム国内 熱延ラインが存在しないため板類の需要の伸びが熱延材の輸入増加をもたらす構造となって
⒃。
以下、これらをデータで確認してみる。　
まずベトナムの鋼材見
掛消費量の推移とＡＳＥＡＮ主要国のタイ、インドネシアとの相対観をみると
⒄
ベトナムは二〇〇〇
年代に入り急速に消費量を拡大し二〇一三年時点では一一七七万トンとなりインドネシア（一二六九万トン）と拮抗する規模となっている（図４ 。これはベトナムが一九九〇年代前半から後半ま 毎年八～九・五％の高い経済成長率を遂げ、二〇 〇年代に入っても五～八％の着実な成長を示してい
図４　鋼材見掛消費量推移
（出所）　SEAISI 発 行 Steel Statistical Yearbook 各 年 版（1990年 は WorldSteelAssociation 発 行
Steel Statistical Yearbook による）より筆者作成。
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ることの反映である。またこれに加えてベトナムが二〇〇〇年代半ば以降、鋼材多消費型の経済構造に変化してきたことも増加の要因と考えられる
⒅。
　
次にベトナムの需給を長モノ類
と板・管類 分けて分析してみる。まず長モノの分野では二〇〇〇年代初頭から需要が急増したが生産もそれに対応して増加してい 。東南アジア鉄鋼協会（
South E
ast 
A
sia Iron and Steel Institute
以
下「ＳＥＡＩＳＩ」 ）のデータよれば長モノ用半製品であるビレット（
billet ）の製造会社は二七
社あり、その合計年間生産能力は一一四三万トンとされることから稼働率は二〇一三年実績では四七・九％となり、完全な過剰能力体質である。また同年の見掛消費の内容をみると棒鋼（
bar ）が六
五％（生産 は八〇％） 、次いで線材（
w
ire rods ）が三〇％とい
う構成である。以上より長モノの主な需要は建築・建設分野 考えられる。　
一方、板・管類の消費量は長モ
ノにやや遅れて二〇〇五年以降急速に増加し、二〇一三年時点では長モノと拮抗する規模に増大している。これに対応し板類の下工程
である冷延および亜鉛メッキ工程の能力も着実に拡大している。ＳＥＡＩＳＩのデータによれば二〇一三年時点で冷延で八社
⒆、亜鉛
メッキで二一社あり、その稼働率を算定すると冷延五八・一％、亜鉛メッキ六四・五％となり
⒇
長モノ同
様の過剰能力体質となっている。品目別には亜鉛メッキ鋼板のほか塗装鋼板 溶接管などの需要増加もみられ
、需要の中心は建材分
野と推定される。冷延材は大半がこれら表面処理鋼板の素材として使用されているものと推定さ る。　
この冷延以降の工程に素材を供
給する熱延ライン ベトナム国内に存在しないため、需要の拡大はそのまま熱延材の輸入増（二〇一三年の鋼材総輸入約九〇〇トン五五％

）に結びついており、中
国よりは汎用材が、また日本、韓国よりは相対的に高級材が輸入されている。この生産工程能力の不均衡がベトナムの鉄鋼業 とって最大の構造的問題であり、ＦＨＳがこうした状況を背景にしたプロジェクトであることはいうまでも
ない。　
では次に、こうしたベトナム鉄
鋼業の状況のなかでＣＳＣが主導する冷延工場および本格参画するＦＨＳの果たす役割を考察していく。●ＣＳＣにとってのベトナム冷
延工場（ＣＳＶＣ）の重要性
　
ＣＳＣは二〇〇九年に住金など
と合弁で
C
hina Steel Sum
ikin V
iet-
nam
 Joint Stock C
o. （以下、 「Ｃ
ＳＶＣ」 ）を設立、冷延材生産に
参入した。当初の株主構成は台湾側六五％、うちＣＳＣ五一％、日本側三五％は住金三〇％、住商五％であった
。ＣＳＶＣの資本金
は五・七四億ドル、総投資額は一一・五億ドルである。二〇一 年にバリア・ヴンタウ （
B
a R
ia-V
ung 
T
au ）省ミーサン（
M
y X
uan ）工
業団地 在る工場で冷延が稼動年間生産能力は公称一二〇万トン、実態としては一〇〇万トンと推定される。設備は
P
O
SC
O
 V
ietnam
の冷延工場 ともにベトナムで二
???
????
??????????
??????????
????????????
?????
????
????? ?
????? ??????
（出所）　編集部作成。
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つだけの連続式（タンデム）圧延機を持つ優れた装備力の工場であり
、生産品目は熱延酸洗材（年
間生産能力二〇万トン） 、冷延材（五〇万トン） 、亜鉛メッキ材（三〇万トン） 、電磁鋼板（二〇万トン）で、素材である熱延材はＣＳＣと新日鉄住金から供給され二〇一四年実績は各々四七万トン、二〇万トン 推定される。このＣＳＣからの供給は実態としては中龍鋼鐵よりの供給である
。
　
ＣＳＶＣの運営については、台
湾と日本の技術格差の存在を感じさせる分断管理の状態がみられ 。すなわちＣＳＶＣの冷延設備は四系列からなっているが、酸洗・冷間圧延ライン（ＰＬＴ Ｍ）と電磁鋼板ライン（ＡＣＬ）の二系列はＣＳＣ側の管理・操業、連続式焼鈍ライン（ＣＡＬ）と溶融亜鉛メッキライン（ＣＧＬ）の二系列は新日鉄住金側の管理・操業 明確に分担が分かれている。現時点では操業開始から年数も短いこともあろうが、管理職はＣＳＣから六〇～八〇人、 から三〇～四〇人規模の要員 派遣されている。ベトナム現地では七〇〇～八〇 人規模の採用 なされており、そのうち八 ％が生産現場
の業務に従事している
。
　
このようにＣＳＶＣは日本との
合弁による幅広い製品品目を持ち、生産規模も大きく、高品質対応も可能であり、アジア展開戦略の拠点としてＣＳＣ とって極めて重要性の高いプロジェクトなのである。より具体的にいえば、二つの側面が指摘できる。すなわち第一は周辺国への輸出も視野に入れた高級用途向け製品 供給拠点として
、そして第二にはＦＨＳの熱
延材を吸収し規模の経済を支える販売の尖兵としての役割である。したがってＣＳＣにとっては、ＣＳＶＣを自社の主導の下に維持・育成することは同社のアジア展開という戦略の不可欠 要素であり、またＦＨＳへの参画とも不可分関係にあるのであ 。●ＣＳＣのＦＨＳへの本格
画の背景
　
こうした状況を踏まえＣＳＣの
視点に立ってＦＨＳへの本格参画の背景を考察すると、その背景は次の三つの要因にまとめることができると考える。⑴ＣＳＣにとっての進出先 して
ベトナムの必然性と重要性
　
第一にＣＳＣの進出先として、
ベトナムは消去法的選択として最も合理性がある。アジア圏での本格進出の戦略拠点を考えれば鋼材消費量の大きいタイ、インドネシア、ベトナム、マレーシアが考えられるが、タイは需要 品質面で高度化しており日本・韓国の市場支配力が強い また ンドネシアはＰＯＳＣＯが銑鋼一貫で進出済みである。マレーシアは二〇一三年で見掛消費量が一〇〇〇万トンに到達はしたが、急速な伸び なく国内での供給体制の整備も進んでいる。したがってベトナムはＣＳＣにとっては本格進出先として最も適合しているも と考えられる。　
第二にベトナムの地理的有利性
である。台湾との海上輸送 三～五日であり、ＣＳＣの進出先であるマレーシア、将来の輸出市場であるタイ、インドネシア も近接しておりＣＳＣの ジアで 事業展開の上で地理的に適合している
。
　
第三にベトナム政府のＦＨＳへ
の支援姿勢も重要な要因と考えられる。ＣＳＣ関係者の理解によれば、ベトナム政府はＦＨＳを国家事業（
N
ational P
roject ）として
支援しており、ＦＨ をベトナム
で認可する唯一の銑鋼一貫としており税制面、港湾使用・輸送などでの優遇措置を供与している模様である。こうした政府の支援姿勢は二〇一〇年前後に実現寸前までゆきながら着工に到らなかったＰＯＳＣＯの銑鋼 貫プロジェクト

との差異が際立つ。この背景
としては、ＦＨＳの立地場所であるハティン省がＰＯＳＣＯプロジェクトのカンホア（
K
hanh H
oa ）
省に比べ貧困な地域であり中央・地元両政府の支援が得られ易いこと、さら ベトナムで事業実績のある台プラが 関係者との厚い人脈を持つこと、を挙げる見方がある
。
⑵ＣＳＶＣの重要性 自由貿易協
定のＣＳＣにとっての不利益
　
ＣＳＣにとってＣＳＶＣは海外
展開の拠点として極めて なプロジェクトであり、ＣＳＣはこれをＣＳＣ主導の下に維持し発展させねばならぬという強い意欲を持っている。この観点に立つとＣＳＣのＦＨＳへの参画 方針は合理性のあるものとして理解 きる。　
第一はＣＳＶＣへの熱延材供給
者としての立場 維持である。前述のとおりＣＳＣ（実際は中龍鋼
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鐵）は四七万トン（二〇一四年実績）の熱延材をＣＳＶＣに供給しているが、ベトナム国内で熱延材の生産がないことから輸入関税は無税である。しかし国内に熱延の供給者が現れれば最低でも五～七％の輸入関税施行と ろう
。Ａ
ＳＥＡＮ内またＡＳＥＡＮと中との自由貿易体制 枠外にいる台湾はこの輸入関税設定 決定的に不利な影響を受け

ＣＳＣの現行
商権は大きな打撃を受けることは必至と考えられる。ＣＳＶＣへ熱延材供給者として 立場を失うことはＣＳＶＣへの 力の大幅な減殺を意味する。ＦＨＳへの参画は同社より 熱延材供給という形でＣＳＣの影響力を維持する手段となるものと考えられるのである
。
　
第二はローカル・コンテンツの
問題であ 。ＣＳＶＣは自社の量的・質的に高い生産能力とベトナム国内の建材向け汎用材中心の市場との不整合を打開するため、周辺国への輸出に活路を見出すこととなろう。その場合にはローカル・コンテンツ 要求を満たさねばならず、熱延材 産化が実現すればＣＳＶＣがそ 熱延材 使用することは必須となる。したが
ってベトナム国内の熱延材生産に参画しておくことはＣＳＣにとって重要なのである
。
　
第三に、うがった見方としては、
ＦＨＳが将来は冷延材生産に進出しＣＳＶＣの基盤を脅かす可能性がありＣＳＣにはこの抑止の必要性があるとする見解もある
。
　
第四にＣＳＶＣについて 二〇
一〇年に枠組み合意がなされた台湾＝中国間の両岸経済協力枠組み協議（ＥＣＦＡ）の影響を指摘する専門家の意見もある
。ＥＣＦ
Ａにより台 内市場が鉄鋼製品においても中国に侵食される可能性があり、ＣＳＣにとってはアジア圏への展開拠点としてＣＳＶＣの重要性 今後ますます高まるとの見方である
。
⑶ＦＨＳの経営者の変化　
ＦＨＳ側幹部との人的関係でＣ
ＳＣ側にとって好ましい変化が生じた。これはＣＳＣにとって本格参画の直接的な契機となったもと思われる
。
　
第一はＦＨＳの幹部の交代であ
る。二〇一四年七月に在任一年程度で辞任したＦＨＳ前社長の林信義は元・高級官僚であ が ＳＣとの関係は必ず もよくはなかったといわれる。その後任の現社
長・陳源成はＣＳＣの前社長であり、台プラの意向による社長就任ではあるがＣＳＣとの意思疎通が円滑となり、ＣＳＣとしてはＦＨＳでの同社への理解が深まるとの認識ができてきたものと思われる。　
第二は台プラの姿勢の変化であ
る。台プラは従来自 主導 銑鋼一貫実現に執着しておりＣＳＣ影響力の拡大に警戒感もあっ が、同社の事業多角化や海外事業経験の積み重ねを経て近時は自社 圧倒的株式シェアにこだわる姿勢が弱まったともいわれており、ＣＣの株所有比率の拡大 は格別の抵抗を示さなかったといわれる。ＣＳＣ関係者によれば、ＣＳＣＦＨＳプロジェクトに参画した二〇一〇年時点で二〇％の出資を行う方針であったが、台プラとの関係から五％の出資にとどまったとのことである（二〇一五年三月三日、ＣＳＣ関係者へのインタヴュー） 。●結語　
ＣＳＣのＦＨＳプロジェクトへ
の本格参画の背景と狙いについてＣＳＣ側の視点に立って考察してきたが、そこから明らかになった点を次のように確認しておきたい。
　
第一に、ＣＳＣがＦＨＳプロジ
ェクトの抱える量・質両面でのリスクを認識したうえ敢えて参画するのは、ＣＳＣの日本・韓国との比較での相対的劣位からの脱却という基本戦略に基づくものである。ＣＳＣはＦＨＳを同社がアジア圏で展開してい 諸プロジェクトへの、そして近隣の成長市場への将来の供給基地として活用する可能性を踏まえて参画 た でありＦＨＳをＣＳＣのアジア戦略の一環として捉えているということある。　
第二に、ＣＳＣのアジア戦略の
拠点としてのＣＳＶＣの重要性から、ＦＨＳへの参画の判断においてＣＳＣのＣＳＶＣに対する影響力の維持という観点が大きな比重を占めるものであったということである。　
第三に、したがってＣＳＣのＦ
ＨＳへの出資比率二五％へ 拡大は方針の「変更」ではなくＳ側経営陣の交代や姿勢の変化を契機としてＣ Ｃが本来目指していた方向が追求できるようになったと理解するほうが的確 ということである。　
最後にＦＨＳ稼動後の影響と問
題点について想定上の考察をして
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おきたい。　
第一はＦＨＳおよびＣＳＶＣの
目指す製品品質の方向の問題である。現時点ではＦＨＳはベトナム内需の実態を考慮し汎用材の生産に集中する方向である。しかしＣＳＶＣへの供給や輸出の必要が生じた場合、品質一貫管理の必要から高級材の要望を受ける可能性が高い。二〇一五年七月末に日本銑鋼一貫企業ＪＦＥスチール（以下、 「ＪＦＥ」 ）がＦＨＳへの五％出資の方針を公表し
。この参
画には、自動車向けなどの高級材生産を考慮したＦＨＳ社内、特台プラ側の意見が背景にあるもと推測される。ＪＦＥの存在は、ＦＨＳプロジェクト内でのＣＳＣの影響力を相対的に弱める。特にＪＦＥが将来その出資比率を拡大するような場合には、ＣＳＣ 影響力維持のためにさらなる出資比率拡大を含めた対抗策 迫られる可能性もある。つまりＦＨＳ 目指す品質の方向は参画する企業間の出資比率構成にも影響を及ぼす可能性のある問題なのである。　
第二はＣＳＣ自体の販路への影
響である。ＦＨＳが将来仮 ＣＳＶＣや、さらにはＣＳＣのアジアでの進出先に熱延材を大量に供給
することとなれば、これは台湾で拡充した熱延能力のアジア圏での吸収という方向に逆行するものである。ただ一方で台湾内での熱延の装備力向上も既に触れたとおりである。したがってこうしたケースでのひとつの想定と ては、ＣＳＣは一段 熱延材の品質向上により台湾内需への供給増を図り、スラブ（
slab ）を中心とする半製
品の輸入抑制に努めることである。仮にこの想定が現実となった場合には、日本からのスラブ輸入

な
どの現行の構造に大きな変化が生じることもあり得ることから、ＦＨＳの稼動後の動向は国際的 供給枠組みの再編にもつながる可能性を持つのである。（ほくら
　
ゆたか／東京音楽大学
理事、早稲田大学ベトナム総合研究所招聘研究員）《注》⑴
 トラン（参考文献⑪）はドイモイ（一九八六年）以降のベトナムの経済発展は、対外関係に焦点を合わせてみると、二〇〇〇年前後から第二段階に入ると分析し、その特徴を地域化 グローバル化としている。なおベトナムの二〇一四年の一人あたり
名目ＧＤＰは二〇五二・八ドル、二〇一五年見通しは二二三三ドルである（参考文献⑰） 。
⑵
 ＦＨＳプロジェクトの内容は参考文献③（ 六～二八ページに詳述されている。
⑶
 ＣＳＣは役員一名の派遣も行った（役員総数は一二 ） （二〇一五年三月三日、ＣＳＣ関係者へのインタヴュー） 。
⑷
 台プラの発展経緯 ついては参考文献⑧（ 七九～一八六九七ページ）に詳しい。
⑸
 鉄屑以外に直接還元によるＤＲＩ（
D
irect R
educed Iron ）や
小型高炉による銑鉄を原料とすることもある。
⑹
 ＳＥＡＩＳ 統計の
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Strip ）に対する同
513 （ＨＳコ
ード
7225.50, 99, 7226.92 ） の比率。
⑺
 川端（参考文献①）はＰＯＳＣＯ、ＣＳＣの発展経緯を欧米・日本のそれとの比較において、政府の関与のもとでの「圧縮された発展」として質的に同一のグループに位置づけられる、との認識を示している（五〇ページ） 。
⑻
 劉進慶（参考文献⑭、一二八ページ／同⑮、二四ページ）は造
船の発展の不十分さを鉄鋼の発展の阻害要因として挙げている。佐藤幸人（参考文献⑥、一〇〇～一〇七ページ）は金属製品・機械産業が、自動車に代わる鉄鋼消費産業として台湾鉄鋼業の質的発展に貢献し得る可能性を指摘している。
⑼
 ＣＳＣは一九八九年に第一陣の民営化候補企業とされ、政府出資比率は一九九 年五月には九一・三二％に低下、 九五三月には四七・八一％と五〇％を割った。なお二〇 五年三月時点では二〇％である。
⑽
 予算承認までの長い所要時間、新たな施策への既得権益層からの政治家を通しての妨害工作などがみられた（二〇一三年七月一七日、中国鋼鐵・管理部門関係者へのインタヴュー） 。なおＣＳＣの国営企業としての非効率性については劉文甫（参考文献⑯、八三ページ） また国営企業の一般論と う形であるがＣＳＣの董事長であった趙（参考文献⑨、八 ～八三ページ）による指摘もみられる。
⑾
 参考文献⑥ （九四ページ） にこの経緯の背景も含めた説明がある。
⑿
 住金・ＣＳＣ両社は住金鋼鐵和
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ベトナム初の銑鋼一貫製鉄事業に本格参画する台湾・中国鋼鐵―その背景と狙い―
歌山（二〇一二年の新日鉄住金の成立にともない「日鉄住金鋼鐵和歌山」と社名変更） 持株会社「東アジア連合鋼鐵」を設立（当初出資比率は住金六 ・〇五％、住商四・九五％、ＣＳＣ三三％。現行比率は新日鉄住金六五％、住商四％、神戸製鋼所二％、ＣＳＣ二九％） 。この経緯は参考文献⑦（二八～二九ページ）に日台のビジネスアライアンスという視点からの詳説がある。
⒀
 熱延ラ ンは加熱炉三基（四〇スラブ処理可能） 、サイジング、粗ロール二基（№１が二ロール№２が四ロール
) 、仕上げロー
ルは№１～４がペアクロス、№５～７がワーク・ロール・シフトで、平均コイル単重 〇トン（最大三五トン） 、設備はすべて日本製である（二〇一五年三月四日、訪問調査） 。
⒁
 参考文献㉑（一二六 一二七ページ）より筆者算定。
⒂
 彦武企業に関する経緯については参考文献⑥（九四ページ）を参照。
⒃
 川端 （参考文献② はこの熱延不在の業態をひとつのビジネスモデルという視点で分析している。
⒄
 アジア各国の鉄鋼業に関しては参考文献⑩に詳細な需要分析がある。また保倉（参考文献⑬）はＡＳＥＡＮ主要国の鋼材輸入の内容を分析している。
⒅
 一人あたり鋼材消費量をみると二〇〇〇年時点ではベトナム三四・〇キロ、インドネシア二二・七キロであるが、二〇〇七年では各々一 九・六キロ、三一・二キロ、 三 では一二九・八キロ、五 ・三キロである（参考文献⑳） 。なお川端（参考文献③、六～七ページ）は一人あたりＧＤＰ鋼材消費（鋼材集約度）が高いとの指摘を行い、また佐藤創（参考文献⑤、一一ページ）も同様の指標を用い「工業化戦略によるキャッチアップ 目指した国」の特質、との分析 示している。
⒆
 川端（参考文献③、二二～二五ページ）は鋼板類セクター主要企業として一二社 挙げる。
⒇
 川端 （参考文献③、二五ページ）はベトナム鉄鋼協会のデータから二〇一三年の稼働率として冷延六〇・三％、メッキ五八・四％という数字を示している。

 二〇一四年六月のＳＥＡＩＳＩ会議でのベトナム鉄鋼協会 報
告による。

 参考文献⑱より筆者算出。なお、参考文献⑲によって算出すると五一％となる。

 この株主構成は二〇一二年の新日鉄住金の成立にともなう変更に加えＦＨＳも参画す こととなり、台湾側六〇 、うちＣＳＣ五一％、ＦＨＳ ％、日本側四〇％は新日鉄住金三 ％ 住商五％、日鉄住金物産五％と修正された。なお台湾側の株主構成は参考文献⑦（三二ページ）に詳しい。

 参考文献③（二四ページ）に需要の背景を含め詳説されている。

 二〇一五年三月四日の中龍鋼鐵でのインタヴューによる。

 ＣＳＶＣの操業・管理の関連は、二〇一五年三月三・四日のＣＳＶＣプロジェクト担当のＣＳＣ関係者へのインタヴューによる。

 ＣＳＶＣ製品の品質水準に関するＣＳＣの意図としては、当面は汎用材が中心となるがベトナム国内でもエアコンなど 家電コンプレッサーなどに用途を拡げ、逐次周辺国のより高級 用途への供給に参入するとしている（二〇一五年三月三日、プロジェクト担当のＣＳＣ関係者へ
のインタヴュー） 。

 ＣＳＣ関係者は、インドも含めＦＨＳよりアジアのＣＳＣの進出先への熱延材供給の可能性に言及している（二〇一五年三月三日、ＦＨＳプロジェクト担当者へのインタヴュー） 。

 二〇一〇年時点でのＰＯＳＣＯプロジェクトの状況は参考文献⑫（一〇三～一〇六ページ）を参照。

 二〇一五年三月 日、ＦＨＳプロジェクト担当のＣＳＣ関係者へのインタヴューによる。

 ＣＳＣ関係者の見通し（五年三月三日、ＦＨＳプロジェクト担当者 ） 。

 日本・韓国は品質面から一定の競争力は維持できようがＣＳＣはその点で劣位にある。

 二〇一五年三月三日、ＦＨＳプロジェクト担当のＣＳＣ関係者へのインタヴューによる。

 二〇一五年三月三日、ＦＨ プロジェクト担当のＣＳＣ関係者、および三月六日の鉄鋼分野に詳しい研究者へのインタヴューによる。

 二〇一五年三月六日、鉄鋼分野に詳しい研究者へのインタヴューによる。
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
 ＥＣＦＡについては参考文献④に詳説されている。

 第三・第四は二〇一五年三月六日、鉄鋼分野に詳し 研究者へのインタヴューによる。

 人的関係の変化はＣＳＣ関係者が最も強調していた要因である。

 二〇一五年七月三〇日にＪＦＥより公式発表された（二〇一五年七月三一日付け『日本経済新聞』お び『鉄鋼新聞』 ） 。

 二〇一五年四月より、日鉄住金鋼鐵和歌山より中鴻鋼鐵へのスラブ供給量が 間一八〇万トンから一二〇万トンに減少し、東アジア連合 のＣＳＣ出資シェアも現行の 九％から約一九％に減少することが報じられている（二〇一五年三月三〇日付け『鉄鋼新聞』 ） 。
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